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はじめに
2018年 2月 26日～28日の期間に筆者は文部科
学省による私立大学戦略的研究基盤形成支援事
業iiの資金による調査でミャンマー中部の中心都
市，マンダレーを訪問し，現地企業および現地商
工会議所に対して現在のマンダレー周辺における
ビジネス環境に関するインタビューを実施した。
本稿ではその概要を紹介する。
１． マンダレー市の経営者の特徴
ミャンマー最大の商業都市，ヤンゴンで旅行代
理店と IT（携帯電話サービス等）企業等を営み，
マンダレーで親戚がビジネスを行っているという
企業の経営者によると，彼自身は中国福建省系の
華僑（華人）であるが，マンダレーには雲南省系
の華人ビジネスマンが多く居住しており，その関
係で中国雲南省とのビジネスが比較的多いとい
う。これに対して最大の商業都市ヤンゴンは広東
省系や同氏のような福建系が多いそうであるiii。
中国からの移民が移住してきて，既に長い年月
が経っており，現在では世代交代がおこなわれて
いるため，既にミャンマー国籍であり，ミャン
マー社会に溶け込んでいて，中国語を話さなく
なっている人も多いようだ。ただし，福建系の自
分の姉はマンダレーで旅行社を営んでいるとし，
ヤンゴン＝福建系，広東系関係のビジネス，マン
ダレー＝雲南系関係のビジネスと断定的に分類す
るわけにはいかないようである。
もっとも，マンダレーにおけるビジネス社会と
ヤンゴンのビジネス社会との違いはヤンゴンのビ
ジネス社会では英語が通じるのに対し，マンダ
レーのビジネスマンは英語をあまり話さないとい
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うことだ。なぜなら，マンダレーに近い北東方面
のシャン州を通じて中国との貿易で経営を成り立
たせている会社も多いからであるという。シャン
州は交通の要衝であり，この他，タイとの貿易，
西方面のザガイン管区を通じてインドとの貿易を
行うにも便利な都市となっている。これがアウン
サンスーチー氏率いる政権によるミャンマー経済
の開放によって先進国の企業と提携して，多くの
ビジネスをしているヤンゴンの経営者との違いに
なっているようだ。
２． 地元中小企業と経営者
現地の中小企業はそのほとんどが家族や親戚が
経営するいわゆる「ファミリービジネス」であ
る。それぞれの企業の経営者に直接お会いして，
創業の経緯，現在抱えている経営上の問題，それ
ぞれのビジネスに関する将来展望についてヒアリ
ングを実施した。以下の記述はその要旨である。
（１）A社（ホテル，農産食品製造販売）iv
マンダレーでホテル，農産食品，貿易のビジネ
スを行っている A社の女性経営者の話によると，
事業立ち上げの経緯は以下の通りである。
当地の有名な鉱物であるヒスイ販売のビジネス
を亡くなった夫が行っていたが，夫の死後，10
年前から姉とマンゴの販売を始めた。現在はマン
ゴジュースの加工販売とホテル経営にも展開し
た。隣の市であるザガインには仏教遺跡が多く
ミャンマーの観光名所にもなっており，観光客が
多いため，これをターゲットにしたビジネスを家
族で起こすことはこの地域では普通である。必要
資金は外部借り入れしなくとも家族親族の出資で
何とかなっている。
近年は高級なマンゴは海外で人気が出ており，
東南アジア，特にシンガポールが良いマーケット
である。この会社では品質のよいマンゴを仕入れ
るために 100軒のよい農家を選定し，1年～3年
訓練して，低農薬で安全な，よいものができるよ
うになった。毎年 5月から 6月までが収穫上の
「ビッグシーズン」である。サイズは S，M，L，
Jumboの 4種類に分けて販売している。輸出も
しており，航空機輸送で朝 6時にマンダレー空港
の貨物に乗せれば，午後 8時にはシンガポールの
ショッピングセンターに到着している。船で運ぶ
と 15日かかる。マンゴが鮮度を保てるのはせい
ぜい 5日～7日であるので，関連の技術教育は
ミャンマー商業省を窓口にして GTZv，USAIDvi，
FAOviiから受けているとのことである。
さらに「マンダレーマンゴ」を国際的なブラン
ドにするために地元のマンゴ業者に声をかけてマ
ンゴ協会を立ち上げて各社で品質の向上のために
技術普及の活動を始めている。例えば，衛生面の
技術ではマンゴを洗浄して 52度で 2分煮沸して
滅菌している。低農薬で新鮮なので中国製の果物
に対してこの点で競争力があると考えている。ま
た，昔はバスケットに入れて売っていたが，今は
指導を受けて，サイズやパッケージングについて
も区別して販売している。こうすることで付加価
値を付け，価格競争に陥らないように工夫してい
きたいと思っている。
国際出品展に出して，良い品質として認められ
ることは非常に重要であり，この結果，シンガ
ポールのビジネスパートナーに買い付けてもらっ
ているのである。タイとミャンマーはマンゴの種
類が豊富であり，両国は海外市場に付加価値を付
けてマンゴを輸出できる環境にある。海外輸出に
ついては 2011年からシンガポールに輸出してい
ビルの建設が進むマンダレー市内（筆者撮影）
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るがこのために品質，環境基準，衛生についてシ
ンガポール政府から認証を得た。通関の植物検疫
も問題ない。今後はさらに多くの国の市場に展開
するつもりである。そのためにもより多くの国際
認証をとることが大事である。
一方，国内ではマンゴジュースの製造と販売に
も展開した。経営しているホテルでも宿泊客に提
供して，おいしいマンゴジュースを欧米の観光客
に SNSなどで宣伝してもらうことによって知名
度向上も狙っている。
ホテル業も順調で，現在 4階建のホテルをさら
に拡張するつもりである。マンダレーは観光業に
可能性があると考えている。会社は「家族的雰囲
気での経営」をモットーとしている。ホテルなど
は従業員のスキルが重要なビジネスなので，適宜
研修に送っている。はじめは 30人のスタッフ
だったが，94人に増加した。
なお，このホテルは調査団が宿泊したホテルで
あったため，この経営者のインタビューの内容は
実際に感じることが出来た。
（２）B社（ホテル，ジュエリーの製造販売）viii
ホテルとジュエリーの製造販売を営む B社の
30歳前後の男性経営者からは，ビジネスの経緯
と現状について伺った。
もともと，家業はジュエリービジネスであり，
そのブランドの知名度アップという目的で，同じ
ブランドで 2017年から低価格ホテルを立ち上げ
た。ターゲットは海外からのバックパッカー旅行
者と地方からマンダレーの大病院に長期入院する
患者の付き添い者の宿泊需要であるという。一泊
15ドル程度のレートである。経営は順調で，こ
の短期間に部屋数は 16→32→48と急増している。
スタッフは 30人。今のところ，経営は順調だが
競争も厳しくなっているという。特にこのタイプ
のホテルは競争が激しくなっており，新しいホテ
ルが次々とプロモーションをかけている。
競争に勝つためにはホテルの従業員のスキルが
大事であると感じている。低価格ホテルへの参入
が相次いでいることもあり，スキルのあるスタッ
フの確保が難しくなっている。従業員のモチベー
ションをあげるためにも自分が UTCC（タイ商工
会議所大学のマンダレー分校）の経営プログラム
（MBA）で現在学んでいる。「リーダーシップ」，
「経済学」，「ファイナンス」，「サプライチェーン」
などの科目が実際の経営に役に立つと思ってい
る。自身にとって現在，従業員の指導が最も重要
であり，「リーダーシップ」に興味を持っている。
マサチューセッツ大学（ローウエル）の 2週間セ
ミナーにも参加した。姉と二人で経営している
が，姉は家族的経営スタイルで従業員を管理し，
自分はプッシュ型の経営スタイルで従業員を管理
することが必要だと思っている。このように家族
経営だがチェックアンドバランスの取れた経営ス
タイルを行っていることが機能しているのではな
いか。
（３）C社（建設，建設資材製造販売）ix
C社の経営者はMRYEA（マンダレー青年起業
家協会）会長と同一人物であり，商工会議所の副
会頭も務めている。本インタビューは自身のビジ
ネスについて伺った。ビジネスの経緯については
次のような話を聞かせてくれた。
もともと隣のザガイン市において家業で鉱山
（ルビー）ビジネスを行っていた。そのうち，鉱
山目当てに多くの人が来るのでザガインで麺レス
トランを始めた。さらにコーヒーショップを開設
し，インド風のお茶「チャイ」がヒットした。ザ
ガインは寺院が多く存在するミャンマーの仏教
「聖地」でもある。巡礼者が多いので，さらに大
きなレストランを始めた。これがうまくいったの
で，巡礼者向けの低価格ホテル，すなわち「ゲス
トハウス」を始めた。自分が大学を卒業（植物
学）したころにマンダレーの市長がマンダレーの
ホテルでの仕事を世話してくれたので，ザガイン
からマンダレーに出てきた。マンダレーではレス
トランも経営したことがある。しかし，自分はそ
の後，大きな会社（チョンガン社）に社員として
入社した。その会社は建設業，農業機械（ディー
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ゼル）などを取り扱っていた。そのころ，マンダ
レー外国語大学に通って語学を学んだ。
その後，2006年に建設会社を設立した。土地
（開発権）を購入してもそれを魅力ある物件にす
る必要があるため，建設会社でその経験を積ん
だ。建設する際には JV（共同企業体）を組む必
要があったので，様々な建設案件を通じて JVを
どのように運営するのかについても学んだ。ま
た，建設資材の調達・販売のためには貿易が必要
であるため，イタリアやタイに行ったこともあ
る。この過程で UTCCのビジネススクールとも
縁ができ，現在マンダレー商工会議所が行ってい
る UTCCマンダレー分校での UTCCプログラム
によるビジネススクール開講につながった。
自分としては建設ビジネスだけではあまり将来
性がないと思うという。なぜなら，建設業界は政
府の開発政策変更の影響を受けやすい業界であ
り，また受注してから資金を回収するまでの資金
繰りが大変であるからである。資金調達の困難な
マンダレーのビジネス界では限界があると考えて
いる。そのため，他のビジネスに展開している。
すなわち資金回収までの期間が短いホテルや旅行
業である。こちらの方はサービス提供からキャッ
シュ回収までの時間は極めて短い。順次このよう
な業界に展開してゆきたい。マンダレーは観光業
に潜在力があるので，アミューズメントパーク，
ホテル，建設，レストランのポートフォリオで事
業を進めていく。なお，小売業はキャッシュビジ
ネスで資金繰りは比較的楽なのだが，自分の家族
にそもそもノウハウがないので，手を出さなかっ
た。ちなみに妹はまだ一族の出身地であるザガイ
ンでホテルと小さなレストランを経営している。
C社の経営者は現在のマンダレー商工会議所の
リーダーの一人でもあるため，マンダレーのビジ
ネスの一般状況と展望についても伺ったところ，
次のように語ってくれた。
マンダレーの経営者の最大の経営の悩みは事業
を拡大するにしても資金調達が困難であるという
ことである。商業銀行や国有銀行は資金を貸して
くれない。この悩みは若い起業家共通のものであ
る。政府に頼ってもらちが明かないので，青年企
業家協会を立ち上げて知恵を共有している。若い
世代には ITソフトウェアなどで頑張ってほしい。
インドの IT企業が地元の大学と教育プログラム
を立ち上げたと聞いており，マンダレー市は内陸
部にあるので「シリコンバレー」にするというコ
ンセプトでやっているらしい。AEC（ASEAN経
済共同体：関税の撤廃や資金，人の移動の自由化
を目指している―筆者注）のメリットを利用して
2～3年後に新しいビジネスを立ち上げられたら
と思っている。なお，農業もマンダレー周辺では
期待が持てる産業である。中国から農産物が大量
に輸入されたこともあったが，近年，政府は農業
を守るために関税をかけている。有力な市場とし
てはインドがあるのではないかと思っている。
（４）D社（建設業）x
同じ建設関係の事業を営む D社の経営者は以
下のように話してくれた。
マンダレー商工会議所管轄の青年経営者団体で
あるMRYEAの会長を務めている。MRYEAは
2017年に設立された新しい起業家の団体である。
現在 300人の会員が所属，全て 45歳以下である。
MRYEAの目的は企業経営にあたって情報や知識
を共有することが目的である。また，地方政府当
局とのつながりを協会として持つことがいろいろ
な要望を出すうえでよい。
商工会議所には様々な「部会」があり，会合は
1か月に 2回のもの，3か月に 1回のものがある。
総会は 6か月に 1回である。このような組織が他
の管区や州に広がっていけばよいと思っている。
そうすれば国の経済政策にも意見を出していける
と思う。マンダレーには外資企業も進出してお
り，その中でも隣国のタイ企業が多いが遠くはイ
タリアの企業もあるという。日本の商工会議所と
も交流できればよいと思っている。
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３． 現地工業団地（ザガインインダストリア
ルゾーン）関係者
（１）工業団地管理事務所xi
現地で最大級の工業団地であるザガイン indus-
trial zone管理事務所にてトップである会長と事
務局長に面会した。
この工業エリアは 1997年に地方政府の土地を
分譲して建設された。全て分譲区画であり，賃貸
工場はない。現在，240以上の区画がある（合計
面積は 960エーカー）という。時間の制約のた
め，管理事務所と管理事務所に比較的近い企業の
話を聞くことにしたため，敷地の大きさの全貌を
実感することは出来なかったが，まだ空き地が目
立っていた。未分譲の区画がまだ多いように感じ
られた。
開発および建設にあたっての出資は地方政府が
40％，民間企業が残りを投資した。40人の理事
のうち 20人は経営者，その他は現地政府関係者
等であるという。実際に工場の上級管理職には公
務員を退官して再就職した人材が働いている。管
理事務所は軍や政府関係機関の定年退職者の受け
皿になっているようだが，これは地方政府が大株
主になっていることと関係しているとみられる。
なお，ミャンマー系の幹部が多いが，インド系と
思われる幹部 2人も，説明に対応してくれた。
ミャンマー系の幹部は英語があまり上手ではない
らしく，数人のインド系の管理事務職員が通訳を
兼ねてインタビューに貢献してくれた。
管理事務所の説明によると，団地内の企業の主
な業種構成は木材加工業 11社，鉄鋼製品業（リ
サイクルのみ）7社，靴製造工場 6社，自動車の
ノックダウン工場 3社（次第に生産は減少）。こ
の他に電線工場，通信ケーブル工場，プラスチッ
ク製品工場，ドレインパイプ工場，繊維製品工
場，リサイクル紙工場，精米工場，製氷工場，製
麺工場などがある。現在，電力不足の問題がある
が，政府の開発計画によれば 2020年までに供給
能力が増強され，この問題は解決される予定であ
る。
団地内の製造業企業の製品は国内市場向けがメ
インであるが，一部はインドのアッサム地方に輸
出されている。マンダレーにはタイ製や中国製の
製品が流入してきており，地元企業の競合となっ
ていたが，あまり流入製品が多いため，近年，政
府は国内製品を守るために中国製品からの関税賦
課を厳密に実施している。このため今後，少し競
争状況は緩和されるのではないかと考えていると
いう。
また，インドの製材業者も進出していたが，違
法伐採問題が禁止されてから，撤退した。なお，
インドとの物流問題については国境を越えたイン
ドへの運送ルートが 3か所ある。最も古いルート
は公的な通関ゲートであり，関税を支払い，ボー
ダーでトラックの積み替えの必要がある。その後
できた新しい 2か所は規制緩和されており，関税
が免除されている。ゲートの開門時間は 8時から
18時である。治安上の問題はなく，道路は夜間
でも走れる。
（２）工業団地入居企業xii
E社（靴製造販売）
工業団地には様々な企業があったが，そのうち
靴製造業の工場を訪れ，ビジネスの状況について
話を伺った。
同社は 2013年から操業開始。中国向けのス
ポーツシューズと国内市場およびインド市場向け
ザガイン industrial zone 管理事務所（筆者撮影）
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のスリッパを製造している。スリッパは汎用品と
高級品の 2ブランド。従業員は 100人から 275人
まで増えた。企業規模が大きくなったため，今後
の国際的取引の拡大を睨んで ISO 9000の認証を
取ろうと頑張っている。労働環境をよくし，安全
性認証をとって海外市場を広く開拓していきたい
と思っている。技術指導は以前，委託を受けてい
た中国メーカーの技術者が今でも来ている。一度
日本の HIDAxiiiから定年退職した日本人技術者が
派遣されて指導していった。
現在のラバー（靴底の原材料）は国内産である
が，その他の化成品の靴部品は輸入している。国
内市場向けのスリッパのデザインは当社で決める
が，生産量は卸している仲買人からの要求に応じ
て決めている。シャン州のタウンジーと最大の商
業都市ヤンゴンに仲買人がおり，そこから末端の
小売チャネルに流通させている。末端の小売店舗
へのトラックは当工場が手配する。価格は競合す
る中国製品の価格を考慮して決めている。中国製
品は品質が安定していないが，価格で負けないよ
うに，製品ラインナップで負けないようにしてい
る。
組織について述べるとマンダレーにマーケティ
ング事務所があり，販売戦略の策定や競合の動き
など市場の動向をチェックしている。工場には管
理職 2人がおり，大卒である。工員にはシニア
ワーカーとジュニアワーカーがいる。工場内に品
質管理グループもある。
労働力については地元の人間を極力雇用してい
る。1日 8時間労働，週休 2日。複数のシフトで
生産してはいない。一日 1シフトであるので残業
が発生することもある。ワーカーだけでなくテク
ニシャンレベルも地元の人材である。
離職比率は非常に低い。男性は 1か月に 1％程
度，女性は 1年 1％程度であり，男女に少し差が
ある。男性の離職率が高いのはシンガポールなど
海外で出稼ぎの口を見つけやすいからである。
４． マンダレー地区商工会議所xiv
同会議所会頭 U Kyaw Min氏，事務局長 U San
Yi氏，UTCCとの共同プログラムコーディネー
ター Nlar氏のアレンジでマンダレーの現地企業
の幹部 12名ほどに参集してもらい当方の研究プ
ロジェクトの現状と成果について説明するととも
にマンダレーの現地中小企業が抱える問題につい
て意見聴取と意見交換を行った。参加した経営者
の業種は家具製造販売，農産加工，貿易，ホテル
経営，学校経営，運輸通信等である。
参加者から「中小企業の新規事業へ商業銀行は
なかなか融資しない」，「また，融資されても短期
融資のみで，しかも年利 35％などの高金利であ
るので借りられない」，「ブランドの確立はどのよ
うにしたらよいか」，「国境貿易における非効率性
（隣接する国によっても違うという）がビジネス
の障壁になっている」，「ターゲットとする海外市
場をどのように見つけたらよいか」，などの問題
意識と質問が当方に出された。
資金調達については当方からはこれまで調査を
実施した他のアセアン諸国の中小企業の事例，日
本の中小企業の取り組み，例えば各県の保証協会
による信用保証に基づく中小企業への融資のバッ
クアップや融資業務に精通した銀行 OBのヘッド
ハンティング等の成功事例を紹介するとともに初
期の設備投資をあまり必要としない IT分野にお
ける若者の起業の動き等を紹介した。
また，ブランドの確立については単独のブラン
ド力について中小企業はどうしても弱くなる状況
中国から委託されたスニーカーを製造する工場のライン
従業員（筆者撮影）
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があるため，農産加工品や地元生産の日用品など
のビジネスの場合は「地域ブランド」などで補強
することも一案である旨，述べた。また，ター
ゲットとする海外市場はまず，先方に良いエー
ジェントを見つけることが重要との私見を述べ
た。
５． 地元有名企業（製菓の製造販売，紙製品
貿易）xv
30歳前後の男性経営者が経営しており，マン
ダレーのみならず，ミャンマーでは名の知られた
中堅菓子メーカーの一つである。同経営者からは
以下のような話を伺った。
2000年からマンダレーで事業開始した創業者
は父親である。2014年に親から事業を引き継い
だ。現在，製菓の他に紙製品の貿易を行ってい
る。紙製品は原紙を中国・雲南省から仕入れてい
る。ロールで紙のみ輸入してミャンマーで包装す
るものと，中国内で包装するもの（ナプキンな
ど）に分かれているが，今後はウエットティッ
シュや衛生用品への展開に拡大していくつもりで
ある。
製菓業の方はお菓子の中でもビスケットが主力
で，異なるブランド名でシリーズを出している。
最初に発売した自社ブランドのクッキーは八宝曲
奇（BABAO）ブランドである。これは汎用製品
である。当初，マンダレーでは消費者の間で中国
からの輸入製品への信頼性が高かったのでパッ
ケージに中国語的なブランドを漢字で記したもの
である。その後中国製品崇拝はなくなり，新商品
は英語とミャンマー語の表記にしている。その
後，ハイエンドのビスケット製品としてやや価格
の高いMOKO cakeシリーズを発売した。さらに
2017年 6月からはブレッド的な要素をいれた
PANDAシリーズを発売した。現在，3工場を有
している。すなわち，高級ビスケットを主とする
MOKOブランド製品を製造する工場，汎用クッ
キー製品を製造する OKブランドを製造する工場
（八宝曲奇（BABAO）はここで生産），そして高
級感のあるブレッド的な要素を入れた PANDAシ
リーズを製造する工場である。
家族で創業し，大きくしたファミリービジネス
なので自分で「何でも」意思決定し，交渉し，営
業しなければならない立場である。ただ，自分は
経営者といっても「社長」というような肩書には
していない。現在，製造部門には 3工場合計で
160人，販売部門には 20人の人員を抱えている。
流通，マーケティング，管理業務をこの 20人で
行っている。チャネル管理などはこの人員のなか
から，上ビルマ担当（北ビルマ），下ビルマ担当
（南ビルマ）に分けて，それぞれに支店を設置し
ている。今後，海外市場へ販売を拡大していくた
主力商品（PANDAブランドとOKブランドの八宝クッ
キー）。この他に最近，MOKOブランドを立ち上げた（筆
者撮影）
製菓工場トラック積み込み場所（筆者撮影）。
自社トラックによる配送を行っている。
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めには ISOの品質認証（9000シリーズ），環境認
証，衛生認証を獲得したいと思っているがこれか
らである。
まとめに代えて
筆者がマンダレーを訪問したのは 32年ぶり，2
回目である。前回は 1986年に首都ヤンゴン（当
時は首都で「ラングーン」と呼ばれていた）から
空路マンダレーに入り，道路状況や建設機械工場
を視察し，政府関係者と面談した。今回はタイの
バンコクから直接空路を用いて到着した。
1986年当時，ミャンマーはビルマと称し，軍
事政権が社会主義的な経済運営を行っていたた
め，ファミリーで経営する零細の商店や食堂等を
除いては全て国営企業であった。従って，「民間
企業者」というカテゴリーが存在していない時代
である。国営企業で生産され，事実上の「公定」
価格で市場に出回った製品が販売されていた。政
府は外貨節約のため，国民に国産品を買うことを
推奨していた。しかし，国境を越えていくばくか
の輸入品（おそらく国境を越えてくる「旅行者」
が手で持ってくる関税を払っていない商品）も出
回っており，それらの方が国産品に比べて消費者
により高く評価されていた時代である。当時，筆
者が青空市場（オープンマーケット）で西ドイツ
（当時）や日本の経済援助を受けて生産していた
国営企業製の乾電池を買い求めようとしたとこ
ろ，店先の女性から外国からの「品質の良い」輸
入品を進められたことを覚えている。農産物など
の食料品はコメ生産で有名な同国のことであり，
当時も豊富であったが，加工製品や工業製品は圧
倒的に不足していた。特に地方都市では顕著で
あった。現在のミャンマーでは考えられないこと
である。また，当時はミャンマー国内で少数民族
による反政府勢力が乱立しており，中央政府が国
内の物流網，流通網を「面」として施政下に置き
管理，整備することは出来なかったため，物不足
に拍車をかけたという事情もある。
今や民主化に伴う市場経済化が進んでおり，地
方への物流インフラも急速に整備されている。タ
イや中国との国境貿易も盛んであり，南部では日
本政府による工業団地や港湾，道路網の整備も進
んでいる。商品は都市部では溢れている。人口約
6000万人の統一された国内市場が機能し，近隣
アセアン諸国との国際取引の機会も拡大してい
る。中部の都市，マンダレーはそれに加えて，中
国，インドという 2つの巨大市場の物流上のハブ
になりうる位置にある。今回は近い将来，ファミ
リービジネスの企業の中から大企業が出てくるこ
とを予感させる調査であった。
注
i 本原稿は本現地調査に同行した専修大学内野明教授，
稲田十一教授，岩尾詠一郎教授のチェックをいただ
き，完成させたものである。3人の先生に感謝申し上
げたい。
ii 本事業は 2014年に専修大学が採択されたものであり，
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iii 2018年 2月 26日ヒアリング
iv 2018年 2月 26日ヒアリング
v ドイツ政府の発展途上国支援機関
vi 米国政府の発展途上国支援機関
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tion）
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専修ビジネス・レビュー（２０１９）Vol.１４No.１
70
